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RLは次式によって求める。

       　0.0882√（Na/1.7）　　　　　　　　 　　　　　　　（Na＜14）

RL＝

　　　　　　0.0882√（Na/1.7）+1.6×10
-6

・（Na-14）
4.5

　　（14≦Na）

ここで

＜砂質土の場合＞
 Na＝c1N1+c2
 N1=170N/（σｖ’+70）

          1                 (0%≦FC＜10%）
 c1=   （FC＋40)/50  （10%≦FC＜60%）
　　　 　 FC/20-1       （60%≦FC）

         　 0　　　　　　　　　(0%≦FC＜10%）
　c2＝
        　 (FC-10)/18 　　 (10%≦FC）

＜れき質土の場合＞

　Na＝｛1-0.36log10（D50/2)｝N1

N：標準貫入試験から得られるＮ値
Ｎ1：有効上載圧100kN/㎡相当に換算した

Ｎ値
Ｎa：粒度の影響を考慮した補正Ｎ値

ｃ1、ｃ2：細粒分含有率によるN値の補正係

数
FC：細粒分含有率（％）（粒径75μm以下
の土粒子の通過質量百分率）
D50：平均粒径（㎜）
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（１）耐震設計上土質定数を低減させる土層とその取扱い
　ごく軟弱な土層と判断された土層は、耐震設計上その土質定数を零とする。
　液状化が生じると判定された場合の土質定数は、その土質が液状化しないものとして求めた土質定数に次表の係数DEを乗じて算出するものとする。
なお、DE＝０の場合の土層は耐震設計上土質定数を零とする土層とする。

（２）流動化が生じると判定された地盤がある場合の耐震性能の照査
１)橋に影響を与える流動化が生じる地盤
　次の２つの条件のいずれにも該当する地盤は、橋に影響を与える流動化が生じる地盤とみなすものとする。
①臨海部において背後地盤と前面の水底との高低差が5m以上ある護岸によって形成された水際線から100m以内の範囲にある地盤
②液状化すると判定される層厚5m以上の砂質土層があり、かつ、当該土層が水際線から水平方向に連続して存在する土層

２)流動化に対する橋の耐震性能の照査方法
地盤の流動化の影響は図－１に示すように、非液状化層については受働土圧ｑNL、液状化層については流動圧ｑL、を基礎に作用させて検討する。な
お、受働土圧，流動圧とも表に示す水際線からの距離によって補正を行う。また受働土圧は表に基づき液状化指数ＰＬ値によって補正を行う。
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沖積層の土層で次の３つの条件すべてに該当する場合には、地震時に橋に影響を与える液状化が生じる可能性があるため、液状化の判定方法に
よって液状化の判定をおこなわなければならない。
①地下水位が現地盤面から10ｍ以内にあり、かつ地表面から20ｍ以内の深さに存在する飽和土層
②細粒分含有率FCが35％以下の土層またはFCが35％を超えても塑性指数IPが15以下の土層
③平均粒径Ｄ50が10㎜以下で、かつ10％粒径Ｄ10が１㎜以下である土層

　平成23年東北地方太平洋沖地震では、東北地方のみならず、東京湾沿岸、利根川流域、霞ヶ浦周辺等を含む広範囲で液状化の発生が確認された
が、事例分析の結果、液状化発生地点では従来規定されていた判定法によって液状化が発生するものと判定されることが確認されたことから、今回の
改定においても従来の判定法に従うとしている。

対
象
土
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上記対象土層の規定により液状化の判定を行う必要のある土層に対しては、液状化に対する抵抗率ＦＬを求め、この値が1.0以下の土層については液

状化が生じると判定する｡

　　FL=R/L

ここに
Ｒ：動的せん断強度比
Ｌ：地震時せん断応力比
特に必要があると判断される場合には、当該地点での詳細かつ最新の地盤調査・試験、室内土質試験、地震応答解析等を実施し、さらに既往のデー
タも参考にして液状化の判定を行うのがよい。

地震時せん断応力比Lは次式によって求める。

　　　L = ｒd⋅Khg⋅σv /σ'v

　

　　　　ｒｄ=1.0－0.015ｘ

　　　σv=ｒｔ1hｗ＋ｒt2（ｘ－hｗ）

　　　σ'ｖ=ｒｔ1ｈｗ＋ｒ't2（ｘ－hｗ）

　

ここに
　　ｒｄ：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

　　Khg：レベル２地震動の地盤面における設計水平震度

σv ：計算深度の全上載圧（kN/m
2
）

σ'v ：計算深度の有効上載圧（kN/m
2
）

ｘ：地表面からの深さ（m）

ｒｔ１：地下水位面より浅い位置での土の単位体積重量（kN/m
3
）

ｒｔ2：地下水位面より深い位置での土の単位体積重量（kN/m
3
）

ｒ'ｔ2：地下水位面より深い位置での土の有効単位体積重量（kN/m
3
）

hｗ：地下水位の深さ（m）

液状化判定用の設計水平震度は、レベル２地震動の設計震度を用いる。
Khg = CZ ⋅Khg0

ここに、
CZ：地域別補正係数

動的せん断強度比Rは次式によって求め
る。

　　　R = Cｗ RL

ここに

　Cw：地震動特性による補正係数

　RL：繰返し三軸強度比

　Cwは次式によって求める。

　　（タイプⅠの地震動の場合）

　　　　Cw＝1.0

　　（タイプⅡの地震動の場合）

        　　　 1.0            （RL≦0.1）
　　　Cw=   3.3RL+0.67  （0.1＜RL≦0.4）
　　　　　　　2.0　　　　　　（0.4＜RL）

表－２　土質定数の低減率DE

表－３　水際線からの距離による補正係数

表－４　非液状化層中の流動力の補正係数

図－１　杭基礎の流動モデル

水際線からの距離ｓ(m) 補正係数Cｓ

ｓ≦50 1.0
50＜ｓ≦100 0.5

100＜ｓ 0.0

液状化指数PL（m2） 補正係数CNL

PL≦5 0

5＜PL≦20 （0.2PL－1)/3

20＜PL 1

非液状化層

液状化層

非液状化層

HL

HNL ｑNL

ｑL

流動化の影響
を考慮する必
要のある範囲

流動化の影響
を考慮する必
要のない範囲

Ⅰ種地盤 0.12 0.50 0.80
Ⅱ種地盤 0.15 0.45 0.70
Ⅲ種地盤 0.18 0.40 0.60

レベル１
レベル２

（タイプⅠ）
レベル２

（タイプⅡ）

表－１　液状化の判定に用いる地盤面の設計水平震度の標準値　Khg0

R≦0.3 0.3＜R
0≦ｘ≦10 0 1/6
10＜ｘ≦20 1/3 1/3
0≦ｘ≦10 1/3 2/3
10＜ｘ≦20 2/3 2/3
0≦ｘ≦10 2/3 1
10＜ｘ≦20 1 1

1/3＜FL≦2/3

2/3＜FL≦1

動的せん断強度比R地表面からの
深度ｘ（m）

FLの範囲

FL≦1/3


